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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 43(オ)1172 原審裁判所名  東京高等裁判所 

事件名 建物収去土地明渡請求 原審事件番号  昭和 37(ネ)105 

裁判年月日 昭和 45 年 12 月 11 日 原審裁判年月日 昭和 43 年 6 月 28 日 

法廷名 最高裁判所第二小法廷   

裁判種別 判決   

結果 破棄差戻   

判例集等 民集 第 24 巻 13 号 2015 頁   

 

判示事項 土地賃借権の無断譲渡が背信行為にあたらない場合における賃借権譲渡人の地

位 

裁判要旨 土地賃借権の無断譲渡につき、これを賃貸人に対する背信行為と認めるに足り

ない特段の事情があるため、賃貸人が右無断譲渡を理由に賃貸借契約を解除す

ることができない場合には、譲受人のみが賃借人となり、譲渡人たる前賃借人

は、賃貸借契約関係から離脱し、特段の意思表示がないかぎり、賃貸人に対し

て契約上の債務を負わないものと解するのが相当である。 

 

全 文 

主    文 

原判決を破棄し、本件を東京高等裁判所に差し戻す。 

理    由 

職権をもつて判断する。 

原判決は、本件土地の貸借人であつた第一審被告Ｄが、昭和三〇年九月ころ、その地上に所

有する建物を上告人Ａに贈与し、同年九月一四日所有権移転登記を経たことが認められるか

ら、右建物の譲渡に伴い本件土地の賃借権もＤから上告人Ａに譲渡されたものと認めるのが

相当であるとしたうえで、右賃借権譲渡は賃貸人である被上告人の承諾を得ないでなされた

ものではあるが、上告人Ａは、Ｄの実子であつて、同人に協力して、右建物を営業の本拠とす

る同族会社である株式会社Ｅ商会の経営に従事していたものであり、Ｄは、相続財産を生前に

その子らに分配する計画の一環として、上告人Ａの取得すべき相続分に代える趣旨をもつて、

右建物を同上告人に譲渡したものであることなどによれば、右土地賃借権譲渡には、賃貸人に 

対する背信行為と認めるに足りない特段の事情があるものと認められるから、被上告人は右

譲渡を理由に賃貸借契約を解除することはできないものである旨を判示している。他方、原判

決は、Ｄが昭和三四年一月一日以降一ケ月八〇一八円の割合による本件土地の賃料の支払を

しなかつたので、被上告人は、同年九月二三日、Ｄに対し、その間の延滞賃料を七日以内に支

払うべき旨の催告およびその支払がないときは賃貸借契約を解除する旨の意思表示をし、Ｄ

は、右催告期間内に催告にかかる賃料のうち五ケ月分にあたる四万〇〇九〇円を支払つたの

みでその余の部分の支払をせず、右期間経過後に、同年九月分までの賃料三万二〇七二円を提

供したが受領を拒絶されて、これを弁済のため供託したとの事実を確定し、本件土地賃貸借契

約は、右解除の意思表示により、同年九月三〇日の経過とともに解除されたものであると判断

し、賃借権譲受人である上告人Ａの土地占有権原を否定して、被上告人の、賃借権譲受人であ

る上告人Ａに対する建物収去土地明渡および契約解除後の損害金支払の各請求ならびに地上

建物の貸借人であるという上告人有限会社Ｂ商事（旧商号有限会社Ｆ）に対する建物退去明渡
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請求を、いずれも認容しているのである。 

ところで、土地の賃借人がその地上に所有する建物を他人に譲渡した場合であつても、必ず

しもそれに伴つて当然に土地の賃借権が譲渡されたものと認めなければならないものではな

く、具体的な事実関係いかんによつては、建物譲渡人が譲渡後も土地賃貸借契約上の当事者た

る地位を失わず、土地の転貸がなされたにすぎないと認めるのを相当とする場合もあるとい

うべきところ、本件において、Ｄと上告人Ａとの身分関係および建物譲渡の目的が前示のとお

りであり、譲渡後もＤにおいて賃料の支払、供託をしていることなどの事情を考慮すれば、Ｄ

は上告人Ａに本件土地を転貸したものと認める余地がないわけではない。しかるに、原判決

は、右の事情をなんら顧慮せず、この点をさらに審究することなく、借地上の建物が譲渡され 

たことの一事をもつて、たやすく土地賃借権が譲渡されたものと認めたのである。 

しかし、土地賃借権の譲渡が、賃貸人の承諾を得ないでなされたにかかわらず、賃貸人に対

する背信行為と認めるに足りない特段の事情があるため、賃貸人が右無断譲渡を理由として

賃貸借契約を解除することができない場合においては、譲受人は、承諾を得た場合と同様に、

譲受賃借権をもつて賃貸人に対抗することができるものと解されるところ（最高裁昭和三九

年（オ）第二五号・同年六月三〇日第三小法廷判決、民集一八巻五号九九一頁、同昭和四〇年

（オ）第五三七号・同四二年一月一七日第三小法廷判決、民集二一巻一号一頁参照）、このよ

うな場合には、賃貸人と譲渡人との間に存した賃貸借契約関係は、賃貸人と譲受人との間の契

約関係に移行して、譲受人のみが貸借人となり、譲渡人たる前貸情人は、右契約関係から離 

脱し、特段の意思表示がないかぎり、もはや賃貸人に対して契約上の債務を負うこともないも

のと解するのが相当である。したがつて、本件において、原判示のとおり土地賃借権が譲渡さ

れたものであるならば、上告人Ａは、賃借権の譲受をもつて被上告人に対抗することができ、

適法を貸借人となつたものであり、他面、Ｄは、賃貸借契約上の当事者たる地位を失い、昭和

三四年九月当時被上告人から賃貸借契約解除の意思表示を受けるべき地位になかつたものと

解すべきである。 

してみれば、原判決は、Ｄから上告人Ａに土地賃借権が譲渡されたものと認めるにつき審理

を尽くさなかつたものというべく、さらに、右賃借権譲渡の事実にかかわらず、Ｄの賃料債務

の不履行を理由として同人に対してなされた解除の意思表示によつて、本件土地賃貸借契約

が有効に解除され、上告人Ａは被上告人に対抗しうべき占有権原を有しないものであるとし

たことは、賃借権譲渡の法律関係についての前示のような法理の判断を誤り、ひいては理由に

そごを来たしたものといわなくてはならない。 

よつて、上告理由に対する判断を省略し、原判決を破棄して、さらに審理を尽くさせるた

め、本件を原審に差し戻すこととし、民訴法四〇七条一項に従い、裁判官全員の一致で、主文

のとおり判決する。   

裁判官草鹿浅之介は退官につき評議に関与しない。 

(裁判長裁判官 城戸芳彦 裁判官 色川幸太郎 裁判官 村上朝一) 

 

 

※参考：判例タイムズ 257 号 126 頁、判例時報 617 号 58 頁、金融商事判例 164 号 2 頁、不

動産取引の紛争と裁判例〈増補版〉RETIO935 頁 


